
BBLセミナー
プレゼンテーション資料

松元 崇

http://www.rieti.go.jp/jp/index.html

2017年6月29日

「投資としての社会保障」

独立行政法人 経済産業研究所（RIETI）



ＲＩＥＴＩ ＢＢＬセミナー

投資としての社会保障
ー６５％の仕事が新しくなる時代ー

２０１７年６月２９日
株式会社第一生命経済研究所

特別顧問 松元崇



図表１ 国民負担率と成長率の関係（1990-2008）
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平成２９年５月１８日 産業構造審議会提出資料（「不安な個人、立ちすくむ国家」より）
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（出展）平成２９年５月１８日 産業構造審議会提出資料「不安な個人、立ちすくむ国家」より



安倍政権発足前 現在 備考

企業収益（経常利益）
１２．５兆円

（２０１２年１０－１２月）

２０．４兆円
（２０１７年１－３月）

過去最高水準

雇用

就業者数
６，２６２万人
（２０１２年）

６，４３１万人
（２０１６年）

＋１６９万人

失業率
４．１％

（２０１２年１１月）

２．８％
（２０１７年４月）

1994年以来の
低水準

有効求人倍率
０．８２倍

（２０１２年１１月）

１．４８倍
（２０１７年４月）

４３年ぶりの高水準

名目ＧＤＰ
４９２．９兆円

（２０１２年１０－１２月）

５３７．４兆円
（２０１７年１－３月）

リーマン・ショック前の
水準に回復

株価
８，６６４円

（２０１２年１１月１４日）
２０，０１３円

（２０１７年６月９日）
概ね倍増

国の税収
※（ ）は消費税率引上げ（５％→８％）

に伴う増収分

４２．３兆円
５７．７兆円

（６．３兆円）

約１５兆円増加
消費税増収分除きで、リーマン・ショッ
ク以前（平成１９年度決算）の水準まで
回復

国・地方の税収
※（ ）は消費税率引上げ（５％→８％）

に伴う増収分

７８．７兆円
１００．７兆円

（８．３兆円）

約２２兆円増加
消費税増収分除きで、リーマン・ショッ
ク以前（平成１９年度決算）の水準まで
回復

新規国債発行額 ４４．２兆円 ３４．４兆円
約１０兆円減少
民主党政権前（平成２１年度当初予算
以来）の水準まで回復

表２ 主な経済財政指標の推移
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図表３ ＩＭＦ世界経済見通し（対前年実質成長率：％）

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ、２０１７年6月7日）は、２０１７年と２０１８年の成長見通しを、世界経済が３．

５％と３．６％。米国が２．１％と２．４％。ユーロ圏が１．８％と１．８％。日本が１．４％と１．０％としてい
る。 5

2016年 2017年

世界全体 3.1 3.5

途上国
(2016-2020)

先進国
(2016-2020)

米国 1.6 2.3

ユーロ圏 1.7 1.7

日本 1.0 1.2

4.6

1.8

出典：IMF World Economic Outlook（2017年4月18日）
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図表４



1997年 2014年

13.8%
27.4%

32.1%

日本

欧州

米国

日本
米国

22.5%

28.3%

シェアに対して

12.0%down

欧州

シェアに対して

56.7%down

シェアに対して

17.8%down

6.0%

図表５ 日米欧の名目GDPの世界に占める割合
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図表１６ 日本の所得階層別分布の推移（年間所得）
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（注1） 会社などの役員を含み、高校・大学などの在学者を除く.
（注2） 所得は過去1年間の税込み給与総額.
（出所） 総務省「就業構造基本調査」各年版.

（出展）2017.5.12 RIETI BBL資料 (15ページ）
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（作成）第一生命経済研究所
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図表７ 研究開発効率の国際比較（内閣府「世界経済の潮流２０１２」より）



現役施策（医療・その他）, 

5.0%

現役施策（医療・その他）, 

10.2%
現役施策（医療・その他）, 

7.9%
家族政策, 0.9%

家族政策, 3.8%

家族政策, 0.7%

高齢者施策

（年金・医療・介護）, 16.3%

高齢者施策

（年金・医療・介護）, 15.7%

高齢者施策

（年金・医療・介護）, 10.4%

人件費, 6.5%

人件費, 15.2%
人件費, 11.1%

公共投資, 3.4%

公共投資, 3.5%

公共投資, 2.6%

その他（利払費含む）, 10.8%

その他（利払費含む）, 17.0%

その他（利払費含む）, 13.9%

社会保障給付費・非社会保障給付費（対GDP比）の国際比較（2009年）

日本

社
会
保
障
給
付
費

非
社
会
保
障
給
付
費

スウェーデン アメリカ

（備考）

○ 社会保障給付費

１．OECD Social Expenditure より作成

２．医療費の高齢者・現役の内訳については、日本は「国民医療費の概況」に基づく

平成21年度の実績値、スウェーデン・アメリカの医療は、高齢者とそれ以外の1人

当たりの医療費を4:1と仮定して按分

○ 非社会保障給付費

１．OECD national Accounts より作成

２．社会保障関係の施設や人件費などの給付以外の支出は「非社会保障給付」に含まれる

GDP比 20.8％

GDP比 22.2％

GDP比 29.8％

GDP比 19.2％

GDP比 35.7％

GDP比 27.6％

（高齢化率 22.7％） （高齢化率 17.9％） （高齢化率 12.9％）

（出展）経済財政諮問会議（２００８．１０．１７）提出資料をリニュー

（注）グラフは、国と地方政府と社会保障基金を含めたいわゆる一般政府の歳出を、社会保障給付費と非社会保
障給付費で上下に分け、更に、社会保障給付費の中身を高齢者施策とそれ以外といったように分けています。
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図表８



図表９ 各国の年齢階級別資産額の状況
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図表１０ 国民一人当たり社会保障給付と負担のイメージ
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   活基礎調査を再集計して算出した結果に基づき作成

図表１１ 年齢階層別相対的貧困率の推移
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5













17歳以下（Children）

18～65歳（Working Age）

66歳以上（Retirement Age）

（資料）OECD ”Income Study Project”の方式に沿って国立社会保障・人口問題研究所の研究班が国民生活基礎調査を再集計して算出した結果に基づき作成
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図表１２ 経済社会の構造変化（名目）

（出所）内閣府「国民経済計算」

1995年
（平成7年）

2015年
（平成27年）

賃金・俸給 234兆円 222兆円（▲12兆円）

保険料負担 45兆円 64兆円（＋19兆円）

年金給付等 43兆円 66兆円（＋23兆円）

可処分所得 303兆円 295兆円（▲8兆円）

貯蓄 36兆円 1兆円（▲35兆円）

家計消費 269兆円 293兆円（＋24兆円）

家計金融資産 1274兆円 1818兆円（＋544兆円）



（備考）独立行政法人労働政策研究・研修機構「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開発の現状②
－平成24年版「就業構造基本調査」より－」から作成。 16

図表１３ 就労形態別配偶者のいる割合（男性）
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図表１４ 生涯未婚率の推移（将来推計を含む）
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資料 ： 国立社会保障 ・人口問題研究所「人口統計資料集（2015年版、2017年版）」、「日本の世帯数の将来推計
（全国推計2013年1月推計）」

（注） 生涯未婚率とは、50歳時点で1度も結婚をしたことのない人の割合。2015年までは「人口統計資料集（2015
年版、2017年版）」、2020年以降は「日本の世帯数の将来推計」より、45～49歳の未婚率と50～54歳の未婚率
の平均である。

（％）



図表１５ 現在の生活に対する満足度（国民生活に関する世論調査、内閣府、2016.8）

内閣府が、毎年行っている「国民生活に関
する世論調査（２０１６年）」によれば、現在
の生活に対する満足度について、約７割の
人が、「満足している」か「まあ満足してい
る」と答えています。

特に１８歳から２９歳の若者では、その比率
が約８割（８３．７％）にもなっており、各世代
の中で最も高い満足度になっています。

そして、この若者の満足度は、高度成長期
の最中にあった１９７０年代と比べても、バブ
ル景気の最中にあった１９８０年代と比べて
も、圧倒的に高いというのです（『働き方は
「自分」で決める』古市憲寿、ｐ５１）。
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図表１６ 現在の幸福感と理想の状態

（備考）内閣府経済社会総合研究所「若年層の幸福度に関する調査」より作成（２０１１年１２月）。
横軸は現在の幸福感、縦軸が理想の幸福感 19



図表１７ 高齢化の推移と将来推計
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資料：2015年までは総務省「国勢調査」、2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」の出生
中位・死亡中位仮定による推計結果

（注）1950年～2015年の総数は年齢不詳を含む。
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（出展）2017年版中小企業白書・小規模企業白書
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